
・ 都道府県、市、福祉事務所を設置する町村が実施。 

・ 都道府県・市は、福祉事務所を設置し、被保護世帯に対して担当のケースワーカーを設定。 
   ※ 福祉事務所の設置状況は、全国で１，２４７カ所（都道府県２０８、市９９６、町村４３（平成26年4月1日現在）） 

   ※ 福祉事務所の所員の定数は条例で定める。ただし、厚生労働省としては、以下の数を標準数として示している。       

         （市）被保護世帯２４０以下の場合：標準数３・被保護世帯８０増すごとに1追加 

      （都道府県）被保護世帯３９０以下の場合：標準数６・被保護世帯６５増すごとに1追加  

   ※ 全国のケースワーカー数（生活保護担当（非常勤を含む））：１６，３８６人 （24年保護課調べ） 

   ※ ケースワーカー１人当たりの受け持ち世帯数：（市）９５．８世帯  （都道府県）６５．２世帯 （24年保護課調べ） 

・ 保護費については、国が３／４、地方自治体が１／４を負担。 

事前の相談 保護の申請 保護費の支給 

・預貯金、保険、不動産等の資産調査 
・扶養義務者による扶養の可否の調査 
・年金等の社会保障給付、就労収入等  
    の調査 
・就労の可能性の調査 

・生活保護制度の説明 
・生活福祉資金、障害者施策等 
    各種の社会保障施策活用の          
    可否の検討 

・最低生活費から収入を引いた額を支給 

・世帯の実態に応じて、年数回の訪問調査 

・収入、資産等の届出の受理、定期的な 

 課税台帳との照合などを実施 

・就労の可能性のある者への就労指導 

○ 生活保護の手続 

○ 保護の実施機関と費用負担 

○ 生活扶助額の例  （平成２７年４月１日現在） 

  
 

東京都区部等 
 

地方郡部等 
 ３人世帯（３３歳、２９歳、４歳） 

 
１５８，３８０円 １２９,９１０円 

 
高齢者単身世帯（６８歳） 
 

７９，７９０円 
 
 

６４，４８０円 
 

高齢者夫婦世帯（６８歳、６５歳） 
 

１１９，２００円 
 
 

９６，３３０円 
 

母子世帯（３０歳、４歳、２歳） 
 

１８８，１４０円 
 

１５８，１７０円 
 

※ 児童養育加算、母子加算を含む。 
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 被保護世帯数、被保護人員、保護率の年次推移 

生活保護受給者数は約216万人であり、平成23年に過去最高を更新して以降増加傾向が続いている。 
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平成27年６月（速報値） 

2,163,128 人 

1.70 ％ 

1,625,941 世帯 

平成25年度（確報値） 

2,161,612 人 

1.70 ％ 

1,591,846 世帯 

都道府県・指定都市・中核市別保護率（平成27年６月時点） 

○都道府県別保護率 ○指定都市別保護率 ○中核市別保護率 

○全国平均保護率：1.70％（1.16％） 
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（保護率） 

 2.5％以上 

 2.0以上2.5％未満 
 1.5以上2.0％未満 
 1.0以上1.5％未満 
 1.0％未満 

上位１０都道府県 保護率（％） 上位１０市

保護率（％） 大 阪 市 5.50 ( 4.02 ) 保護率（％）

大 阪 府 3.39 ( 2.43 ) 札 幌 市 3.84 ( 2.69 ) 函 館 市 4.72 ( 3.81 )

北 海 道 3.14 ( 2.36 ) 京 都 市 3.16 ( 2.58 ) 尼 崎 市 4.11 -

高 知 県 2.79 ( 2.06 ) 神 戸 市 3.14 ( 2.65 ) 東 大 阪 市 4.10 ( 3.01 )

福 岡 県 2.58 ( 1.83 ) 堺 市 3.10 ( 2.34 ) 旭 川 市 3.96 ( 3.19 )

沖 縄 県 2.50 ( 1.51 ) 福 岡 市 2.91 ( 1.86 ) 高 知 市 3.78 ( 2.86 )

京 都 府 2.36 ( 1.88 ) 北 九 州 市 2.50 ( 1.28 ) 那 覇 市 3.78 -

青 森 県 2.29 ( 1.62 ) 広 島 市 2.32 ( 1.50 ) 長 崎 市 3.13 ( 2.03 )

長 崎 県 2.21 ( 1.52 ) 熊 本 市 2.32 ( 1.40 ) 青 森 市 2.93 -

東 京 都 2.20 ( 1.52 ) 川 崎 市 2.23 ( 1.78 ) 豊 中 市 2.61 -

兵 庫 県 1.94 ( 1.41 ) 名 古 屋 市 2.16 ( 1.29 ) 鹿 児 島 市 2.59 ( 1.74 )

千 葉 市 2.08 ( 1.21 )

下位１０都道府県 相 模 原 市 1.95 ( 0.92 ) 下位１０市

保護率（％） 横 浜 市 1.92 ( 1.35 ) 保護率（％）

滋 賀 県 0.83 ( 0.57 ) 岡 山 市 1.91 ( 1.47 ) 前 橋 市 1.14 -

静 岡 県 0.82 ( 0.43 ) 仙 台 市 1.67 ( 1.03 ) 柏 市 1.05 -

山 梨 県 0.81 ( 0.38 ) さいた ま市 1.59 ( 0.83 ) 郡 山 市 0.96 ( 0.61 )

群 馬 県 0.75 ( 0.42 ) 新 潟 市 1.48 ( 0.97 ) 金 沢 市 0.94 ( 0.59 )

石 川 県 0.66 ( 0.32 ) 静 岡 市 1.25 ( 0.71 ) 高 崎 市 0.88 -

山 形 県 0.66 ( 0.42 ) 浜 松 市 0.94 ( 0.44 ) 長 野 市 0.82 ( 0.37 )

岐 阜 県 0.59 ( 0.22 ) 豊 橋 市 0.63 ( 0.35 )

長 野 県 0.54 ( 0.38 ) 豊 田 市 0.56 ( 0.28 )

福 井 県 0.53 ( 0.26 ) 岡 崎 市 0.55 ( 0.24 )

富 山 県 0.33 ( 0.79 ) 富 山 市 0.41 ( 0.31 )

注1：指定都市及び中核市数値は再掲

注2：括弧内は10年度前（平成17年度）の保護率
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過去１０年間の生活保護受給者数の推移 

○ 生活保護受給者数は平成27年６月現在で216万3128人となっている。 
  平成20年10月頃の世界金融危機以降急増したが、季節要因による増減はあるものの、近年、ほぼ横ばいで推移し  
 ている。 
○ 平成27年６月の対前年同月伸び率は0.2％となり、平成22年１月の12.9％をピークに減少傾向が継続しており、 
  過去10年間でも低い水準となっている。 

資料：福祉行政報告例、被保護者調査（平成24年4月以降）※平成26年4月以降は速報値 8 
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対前年同月伸び率 

生活保護受給者数 

世帯類型別被保護世帯数の対前年同月伸び率の推移 

 高齢者世帯を除く世帯類型については、対前年同月伸び率はマイナスになっている。 
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65歳以上人口の伸びに関する比較（被保護人員と総人口） 

○ 高齢者人口の伸びに対し、高齢被保護人員数の伸びの方が大きい。 
○ 具体的には、高齢者人口と高齢被保護人員者について、平成９年を100とした場合、平成25年で被保護

人員は288に対し、総人口は161となっている。 

（指数） 

資料）厚生労働省「被保護者調査年次調査（平成23年までは被保護者全国一斉調査）」、総務省「人口推計」 
    総人口は、各年10月1日現在推計人口。また、被保護人員は、各年7月31日現在（平成22年までは7月1日現在） 

高齢被保護人員 

高齢者人口 

10 

100 106 114 123 
134 

147 
160 

171 181 
192 201 

210 
224 

242 
256 

272 
288 

104 107 112 
116 120 123 126 130 135 139 143 147 149 151 156 161 

0

50

100

150

200

250

300

350

平成9年 10年 11年 12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年 20年 21年 22年 23年 24年 25年 

平成9年 10年 11年 12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年 20年 21年 22年 23年 24年 25年

被保護人員（人） 306,547 325,316 348,157 377,122 411,830 449,320 489,843 525,131 555,096 587,252 616,963 642,829 687,662 740,978 783,404 832,511 881,531

（指数） 100 106 114 123 134 147 160 171 181 192 201 210 224 242 256 272 288

総人口（千人） 19,758 20,508 21,186 22,041 22,869 23,628 24,311 24,876 25,761 26,604 27,464 28,216 29,005 29,484 29,752 30,793 31,898

（指数） 100 104 107 112 116 120 123 126 130 135 139 143 147 149 151 156 161
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世帯類型別の生活保護受給世帯数と構成割合の推移 

 リーマン・ショック後、特に稼働年齢層と考えられる「その他の世帯」の割合が大きく増加した。近年、景気
回復等の影響により「その他の世帯」は減少傾向となっているが、「高齢者世帯」のみ増加傾向にある。 

母子 
世帯 

高齢者 
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世帯 

その他 
の世帯 

■ 世帯類型別の生活保護受給世帯数の推移 

（単位：万世帯） 
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■ 世帯類型別の構成割合の推移 

リーマン･ショック 

稼働年齢層 
が含まれる 

【資料】 平成23年度以前は福祉行政報告例、平成24年度以降は被保護者調査（平成26年度は速報値） 
 注：世帯数は各年度の１か月平均であり、保護停止中の世帯は含まない。 

●高齢者世帯 ：男女とも65歳以上（平成17年３月以前は、男65歳以上、女60歳以上）の者のみで構成されている世帯か、これらに18歳未満の者が加わった世帯 
●母子世帯  ：死別･離別･生死不明及び未婚等により現に配偶者がいない65歳未満（平成17年３月以前は、18歳以上60歳未満）の女子と18歳未満のその子（養子 
        を含む。）のみで構成されている世帯 
●障害者世帯 ：世帯主が障害者加算を受けているか、障害･知的障害等の心身上の障害のため働けない者である世帯 
●傷病者世帯 ：世帯主が入院（介護老人保健施設入所を含む。）しているか、在宅患者加算を受けている世帯、若しくは世帯主が傷病のため働けない者である世帯 
●その他の世帯：上記以外の世帯 

世帯類型の定義 その他の世帯のうち 
年齢階級別にみた 
世帯人員の構成割合 
 
・20～29歳： 5.4％ 
・50歳以上：54.0％ 
 

（平成25年） 

参考 
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18.6% 19.7% 17.7% 16.8% 16.1% 15.5% 15.1% 

4.8% 4.9% 5.2% 5.2% 5.3% 5.3% 5.4% 

7.6% 7.7% 8.4% 8.8% 8.5% 8.5% 8.2% 

12.3% 12.8% 13.9% 15.7% 16.6% 16.6% 17.2% 

26.0% 24.7% 24.4% 24.5% 23.9% 23.2% 23.2% 
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生活保護世帯のその他世帯の状況 

  生活保護世帯（その他世帯）の世帯主は、就労が困難な50歳以上が約７割を占めており、世帯員についても就労が困難な
50歳以上及び20歳未満の未成年が合わせて約７割（うち、60歳以上が約３割）を占めている。 
  また、その他世帯数約30.5万世帯のうち、約3.7万人の世帯員において、障害又は傷病を有している。 

その他世帯の世帯主の年齢別割合の推移 その他世帯の世帯員の年齢別割合の推移 

約
７
割 

約
５
割 

出典 被保護者調査（平成23年度以前は、被保護者全国一斉調査） 

約
２
割 
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                                        資料：生活保護費負担金事業実績報告 
※１ 施設事務費を除く 
※２ 平成25年度までは実績額、26年度は補正後予算額、27年度は当初予算額 
※３ 国と地方における負担割合については、国3/4、地方1/4 

（年度） 

 ○ 生活保護費負担金（事業費ベース）は3.8兆円（平成27年度当初予算）。 

 ○ 実績額の約半分は医療扶助。 

生活保護費負担金（事業費ベース）実績額の推移 

（億円） 

医療扶助 
17,077  

生活扶助
12,256  

住宅扶助 
5,799  

その他の 
扶助 
399  

介護扶助 
 783  
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近年の見直しの取組 
（総論） 
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近年の見直しの取組 
（就労による自立の促進） 

－ 112 －



－ 113 －



 
【趣旨】 
○ 自立に向けての活動は、被保護者本人が主体的に取組むことが重要である。 
○ しかし、就労活動の状況に関わらず、保護費の受給額は同じであることから、 
   就労活動のインセンティブが働かないとの指摘がある。 
○ このため、就労活動に必要な経費の一部を賄うことで、就労活動のインセンティブとし、 
     早期の保護脱却を目指す。 
○ なお、早期脱却に向けた集中的な就労支援（※）と合わせて実施する。 
※ 原則６か月の一定期間を集中的な活動期間とし、本人の納得を得て作成した計画的な取組に基づき集中的な就労支援を行う。 

  また、直ちに保護脱却が可能となる程度の就労が困難である場合には、低額であっても一旦就労することを基本的考えとする。 

 
※ 就労自立給付金のイメージ 

22 

 
【概要】 
○ 対 象 者  保護の実施機関が、早期に就労による保護脱却が可能と判断する被保護者で 
          あって、就労による自立に向け、自ら積極的に就労活動に取り組んでいると認め 
          る者 
○ 支給要件 ハローワークにおける求職活動（職業相談、職業紹介、求人先への応募等）等を 
          一定程度以上行っていること 
○ 支給開始月 平成25年８月から実施 
○ 支給金額     月額５千円（支給対象期間：原則６か月以内、延長３か月、再延長３か月）  
 

就労活動促進費の創設について 

－ 114 －
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